
単位

施
策
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目
的
・
目
標
達
成

の
た
め
の
役
割
分
担

１．町民（事業所、地域、団体）の役割 ２．行政（町、県、国）の役割

①行政サービスの見直しについて理解・協力し、その一役を担う。 ①町民への説明責任を果たす。
②行政サービスの取捨選択と改善を行う。
③少人数で効果的なサービスが提供できる組織・体制をつくるとともに、職
員の育成を推進する。

施
策
を
取
り
巻
く
状
況

１．施策を取り巻く状況（対象や法令等）は今後どのように変化するか？ ２．施策に対して、住民や議会からどんな意見や要望が寄せられているか？

①地方公務員法の改正により、人事評価による能力及び実績に基づく人事管理の
徹底と退職管理の適正確保が明確化した。
②退職共済年金受給開始年齢の引き上げにより、雇用と年金の接続の措置を講ず
る必要が生じた。また、地域水準に合わせた給与の総合的見直しの検討を求められ
ている。
③ＰＰＰ、ＰＦＩなど、施設運営等について、外部委託できる業務の範囲が拡大した。
④施設の老朽化がすすむ。職員が減少し、組織が小さくなる。
⑤消費税が平成26年4月に8％に改正され、平成27年10月に10％に引き上げの予
定であったが、景気動向等により平成31年10月に再延期された。
⑥「まち・ひと・しごと創生法」の公布・施行により、都道府県及び市町村は「地方版
総合戦略」を策定した。

①町民アンケートでは、3分の2の町民が町役場職員の応対・接遇に好感を持って
いるいう結果ではあったが、あいさつや電話対応に対して指摘されることもあり、まだ
まだ向上の余地がある。引き続き職員の意識・接遇の改善を行っていかなければな
らない。自由記述欄には、「職員のレベルアップ」や「町民の要望を反映して欲しい」
などに関する意見が寄せられている。
②行革による役場職員の削減について異議を唱える町民はいないものの、支所機
能の維持を求める声がある。
③老朽化した町有施設の改修等の要望があるが財源確保や統廃合の問題により住
民の声に応えきれていない。

指
標
設
定
の
考
え
方
と

実
績
値
の
把
握
方
法

Ａ）数値が高まれば、効率的に効果的な行政サービスを提供できていると考え成果指標とした。
町民アンケートにより把握　※納めた税金の対価として、行政サービスが十分に提供されていると思いますか。→「そう思う」、「どちらかといえばそう思
う」と回答した人の割合
Ｂ）適正な職員定員管理状況で行政サービスを提供することが、効率的であるといえるため成果指標とした。特に、町の職員数が多いことから、この数
値を把握する。また、人口と産業構造の二つの要素を基準とした類似団体と普通会計レベルで比較が可能。
定員管理調査により把握
C)人材育成基本方針を基本に設定されている能力行動基準に対し、各階級において期待される能力、姿勢を発揮したと評価された割合が高いほ
ど、職員の意識改革と能力と資質の向上が図られている考え成果指標とした。
実績値について、人事評価能力評価結果により把握
D)施策ごとの成果指標の目標値が達成されていれば効果的な行政サービスの提供につながるため成果指標とした。

目
標
値
設
定
の
考
え
方

Ａ）消費税率が平成26年4月には8％に、平成31年10月には10％に上がることを考えると、平成25～27年度に数値が急激に悪化する可能性がある。
平成29年度まで現状の水準を維持する。
Ｂ）職員数の削減については、行財政改革行動指針により、平成19年度より最重点課題として勧奨退職の推進等取り組んでおり、今後も継続して取り
組んでいく。また、退職共済年金受給年齢の引き上げに伴う再任用制度の改正等が予想されるが、事務の簡素化効率化を目指し、業務の民営化や
アウトソーシング等の検討をし、更なる削減を目指していく。【（人口１万人あたり普通会計）類似団体平均：64.41人（H28）、沼田市：75.49人（H28）、み
なかみ町：107.73人（H28）】
Ｃ）平成23年度能力評価（試行）の結果、期待される能力・姿勢を充分発揮したと評価した割合は、延べ評価項目数2,458に対して75％という結果と
なった。評価精度の向上等今後課題はあるが、この数値を基本として、毎年度1ポイントの上昇を目標値として、平成29年度には80％を目指す。
D)総合計画の後期基本計画において各施策の目標値を定めた。すべての施策の成果指標において目標値達成を目指す。

目標値
Ｆ

実績値

目標値
Ｅ

実績値

39.0

目標値 - 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
Ｄ

年度目標を達成した、施策の成果指標の
割合

％
実績値 - 53.5 51.1 46.2 43.7

84.6 87.9 85.5

目標値 75.0 76.0 77.0 78.0 79.0 80.0
Ｃ

職位に求められる能力を発揮していると評
価された、評価項目の割合

％
実績値 - 82.7 86.6

Ｂ 町の職員数 人
274 261 255 245 240

目標値 285 278 264

実績値 288 285

262 252 240

41.7

目標値 38.0 38.0 38.0 38.0 38.0 38.0

公の施設の有効活
用

公の施設 有効に活用される。

成
果
指
標

成果指標名 区分 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

施
策
の
目
的

平成29年度

Ａ
納めた税金の対価として、行政サービスが
十分に提供されていると感じる町民の割合

％
実績値 38.1 39.1 35.9 33.5 34.4

意図

①行政機能
①効率的に、効果的な行政サー
ビスを提供する。

1 人材の育成と確保 職員 資質を向上させる。

2 効果的な組織運営 組織

対象 意図

基
本
事
業

基本事業名 対象

5

効果的に機能する。

3 事業効果の向上 施策、事務事業 効果を高める。

4

原澤　志利

施策 32 効率的で効果的な行政運営の推進 関係課 総合戦略課（企画）

月 13 日

基本
目標

Ⅵ 住民とともに歩む健全なまち 主管課
名称 総務課

課長

施策マネジメントシート（平成28年度の振り返り、総括）
作成日 平成 29 年 6
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①事務事業評価制度が十分に機能していない。
②効果的な施策評価会議をすすめる方法が必要。

①施策ごとの事務事業を、施策の取り組みに照らし合わせ整
理・統廃合を含めた改善をしていく。
②第三者を交えた評価会議の実施について検討する。

成
果
実
績
に
対
し
て
の

取
り
組
み
の
総
括

①平成18年度から実施している行財政改革により勧奨した職員は、平成26年度末までの9年間で合計97名となった。平成27年度は、国からの指導もあり年金の支給年齢の引き上げに伴い
年金との接続を考慮し、定年退職に戻す初年度であり、14人の退職者のうち、定年退職者は12人、新規職員採用者は４名で、結果10名の職員削減であった。平成28年度は、退職者12人の
うち、定年退職者は10人、新規採用者は4名で結果正職員は8名の職員削減であった。定数には再任用(フルタイム)職員が5名(平成29年度新規3名)が含まれている。
②全ての施策の実績を評価する施策評価会議や事務事業の優先度評価会議を実施した。
③総合計画後期基本計画に照らし合わせ各施策の振り返り(行政評価)を行った。
④「人材育成基本方針」に基づき、平成24年度より人事評価の本格導入を行い、平成28年度においても、新規職員、新管理職研修及び評価技術向上のため管理職実践研修を行った。
⑤職員一人ひとりの資質・能力・スキルを向上させるため、平成28年度みなかみ町職員研修実施計画を策定し、各種研修を実施､推進した。（延べ97名参加）
⑥住民生活満足度の向上と危機管理対策として町主催で「ハラスメント研修」を実施した。（平成27年12月43名参加）
⑦職員の健康管理対策として、全職員を対象とした「ストレスチェック診断」を実施した。（平成28年1月168名診断）
⑧地方創生を成させるための心構えや手法、取り組み方の姿勢を学ぶために「地方創生職員研修会」を実施した。（平成28年11月22日81名参加）
⑨平成27年4月から地方創生人材支援制度により外部人材1名が派遣された。
⑩平成27年10月「みなかみ町　まち・ひと・しごと地方創生総合戦略」を策定した。
⑪町有地（3筆）の売り払いを行い、テレワーク事業として月夜野幼稚園を民間業者に貸し出し、建物の有効利用を図った。また、幸知小学校、小日向区営アパートの解体撤去を行った。

今
後
の
課
題
と
取
り
組
み
方
針

（
案

）

基本事業名 今後の課題 平成30年度の取り組み方針（案）

1 人材の育成と確保

①人材育成基本方針に基づき、職員の意識改革と育成に取
り組んでいるが、一般的な企業と比べても人材育成のプログ
ラムが弱い。
②リ－ダ－シップや組織運営能力なども主眼とした人材育成
研修が必要である。

①職員一人ひとりのやる気と能力を高めるため、人事評価結
果と連動した研修実施計画を策定して職員に勧奨する。ま
た、人事評価制度を基本とした処遇反映制度の構築を検討
推進する。
②職務・職責に応じた英語研修の実施など、グロ－バル化に
対応した人材育成の推進を図る。

4 公の施設の有効活用

①みなかみ町公共施設等総合管理計画に基づき、施設の統
廃合を進める。

①合併特例債を活用した不要となった施設の廃止。
②関係者の承諾が得られている施設の撤去を進める。
③未利用の町有地及び建物等について賃貸や売却等を進
める。
④地元限定施設については地元管理あるいは地元譲渡を
進める。

2 効果的な組織運営

①組織編成が頻繁にあり、グループが細分化され多くなった
が、町民に認知されにくい。
②重点施策に基づいた組織の体制づくりと人員配置の見直
し。

①所属ごとの業務について町民に広く認知されよう周知を図
る。
②重要となる施策と事業に合わせた組織の見直しと人員配
置をおこなう。

3 事業効果の向上

施
策
の
成
果
水
準
の
分
析
と
背
景
・
要
因
の
考
察

実績比較 背景・要因

①
時
系
列
比
較

かなり向上した。
①納めた税金の対価として、行政サービスが十分に提供されていると感じる町民の割合は平成28年度が34.4％、平成
29年度は41.7％(7.3ポイント上昇)となった。　地区別では、割合に大きな偏りはない。年齢別で変動が見られたのが、
年金受給世代である70歳以上で44.6％から49.8％（5.2ポイント上昇）、60歳代が30.2％から47.4％（17.2ポイント上昇）、
50代が25.9％から31.5％（5.6ポイント上昇）となる結果となった。全般的に、昨年度に比べ満足度が高い結果となった。
また、20歳代の数値が41.1%から34.2%（6.9%）下降した。今後子育て支援政策については、義務教育以上の子どもを抱
える世帯への支援を充実させ、多様化するニーズに効果的に対応できる行政サービスの改善が必要である。
②職員数は、平成22年297人から平成28年度245名と6年間で52人減少。平成28年度末には235名となり10名の削減と
なった。職員数の減少要因については、平成29年度職員数240名に向け、希望退職の推進、新規職員の採用抑制等、
組織のスリム化効率化を推進してきた結果と考える。
③「職位に求められる能力を発揮していると評価された、評価項目の割合」は、平成24年度82.7％、平成25年度
86.6％、平成26年度84.6％、平成27年度87.9%と昨年より3ポイント上昇し、依然目標値を上回る水準で推移している。
引き続き、評価技術の更なる向上を図る必要があり、成果水準の比較は次年度以降としたい。
④「年度目標を達成した、施策の成果指標の割合」は、39.0％となった。前年度に比べ4.7ポイント低下した。平成28年
度に成果向上した施策は7施策であった。成果向上が見られない施策は9施策あった。指標に直接結びつかないが必
要な事業を実施している。

どちらかといえば向上した。

ほとんど変わらない。（横ばい状態）

どちらかといえば低下した。

かなり低下した。

③
目
標
の
達
成
状
況

目標値を大きく上回った。
①納めた税金の対価として、行政サービスが充分に提供されていると感じる町民の割合は、目標値を3.6ﾎﾟｲﾝﾄ下回る
結果となったが、消費税率改正に合わせ、物価上昇や年金受給、雇用に創出等先行きが見えない施策への不安の影
響と思われるため、今後数値を注視し、判断する必要がある。
②職員数については、行革による勧奨退職等の推進及び新規採用職員の抑制により目標値以上の成果があった。
③「職位に求められる能力を発揮していると評価された、評価項目の割合」については、目標値を上回る結果となった。
目標値以上の数値になった要因は、評価者による評価のばらつきや中心化傾向が見受けられるためで、今後評価精
度の向上が課題である。そのため、人事評価本格導入3年目となったが、次年度以降の数値も確認する必要があり、場
合により目標値を修正する必要がある。
④全152成果指標中、現状で数値を把握できない指標を除く目標を達成した指標の割合は39.0％となった。

目標値を多少上回った。

ほぼ目標値どおりの成果であった。

目標値を多少下回った。

目標値を大きく下回った。

②
他
団
体
と
の
比
較

かなり高い水準である。
①平成28年度4月1日現在の利根沼田管内市町村の職員数（普通会計）は、沼田市380人、川場村53人、昭和村78
人、片品村79人、みなかみ町218人である。人口1万人当たりの職員数に置き換え、類似団体の平均数と比較すると、
沼田市＋4.9人、川場村△57.2人、昭和村△49.9 人、片品村△46.9人、みなかみ町＋43.3人である。
また、みなかみ町と人口規模、産業構造が類似している団体と比較すると、普通会計ベースの実職員数で、平成23年
103人、平成24年104人、平成25年度98人､平成26年度91人、平成27年度86人、平成28年度87人多い水準であった。
また全国103団体中37番目に多い結果となった。平成28年度の定員管理上の超過率割合は39.9％となり、類似団体に
比べ超過率が高い結果となっている。本町のように町面積が広く、行政サービスが広範囲に及ぶことを考慮すると一概
には比較できないが、適正な行政規模と少数精鋭による行政運営は不可欠となっている。
②職員育成の基準である人材育成基本方針・研修基本計画について、県内で未策定団体が4団体あるが、みなかみ
町では平成21年度よりこの方針に基づいて人事評価制度を導入し、職員研修についても研修実施計画に基づき計画
的に実施している。
③近隣市町村で比較すると、沼田市が事務事業評価を行っており28年度は167業中24事業が見直し、2事業が休止と
評価している。昭和村は24年度に20事業を評価して公表したのみである。片品村は行政評価実施要綱はあるものの公
表されていない。

どちらかといえば高い水準である。

ほぼ同水準である。

どちらかといえば低い水準である。

かなり低い水準である。

施策 32 効率的で効果的な行政運営の推進 主管課
名称 総務課

課長 原澤　志利



　 32　効率的で効果的な行政運営の推進

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新) H29/08/24確定

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新) H29/08/24確定

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新) H29/08/24確定

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新) H29/08/24確定

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

事務事業 000001 職員研修事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

平成 29 4 18

事業費 6,101,035

29 4 18

円【指定制】研修においては、①新規採用時職員、②新任ＧＬ、③新任課長、④勤続年

数5～9年程度の主査・主任を対象として、群馬県町村会及び群馬県自治研修セン

ターが主催する町村職員向けの研修に職員を推薦して参加してもらっている。

【指定制】研修は、特別な事情がない限り必ず参加してもらっている。

【希望制】研修においては、群馬県自治研修センターが年間計画に基づいて県職員・

町村職員の合同で実施している各種研修に、職員個人の意思や組織の方針に基づ

き、職員を推薦し参加してもらっている。市町村職員中央研修所が実施している市町

村ｱｶﾃﾞﾐｰにも参加を呼びかけている。平成28年度中は2名の参加実績であった。

【町主催研修】町主催による研修を合計５回開催した。①職員の人材育成を目的とし

たものとして地方創生についての職員研修 、人事評価制度の定着と評価者のバラン

スを均等にしていくため、基準を一定に保つことができていけるように、②新規採用

者・新任評価者人事評価・目標設定研修 ③新規採用者自己評価研修 ④新任評価

者(GL)研修 ⑤評価者実践研修

みなかみ町研修実施計画を策定し、研修の
機会や情報を提供し、多くの職員が自己啓
発活動を行い、研修に参加するように努め
ている。県自治研修センターが実施する研
修以外の他の外郭団体や民間会社が行っ
ている研修への参加も呼びかけている。ま
た、自主研修事業を活発に活用していただ
けるように職員への浸透を図っている。

施
策
体
系

施策 32
効率的で効果的な行政運営の推
進

事業実績

研修参加職員数
（他団体主催・町主催）

基本事業 01 人材の育成と確保
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

根拠 無 組織
総務

課長 原澤　志利

職員個々の意識、組織の風土、この２つをどの
ようにして変えていくかが重要となる。人材を育
成するための１つの重要な手法として「研修参
加・実施」することが組織の当たり前になるに
は、地道な努力が必要となる。そのためには、
なかなか見えてこない「研修の成果」が少しでも
職員に伝わるように担当者が工夫を凝らして事
業を進めていく必要がある。

今後、語学研修を取り入れていきた
い。
町独自の研修については、職員の特
性などを考え研修の内容を企画し実
施していきたい。

人事 平成27年度 平成28年度 単位

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1 目 1 71・97 65・151 人

平成 29 4 17 28 9 1

事務事業 000004 公平委員会運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 17,200 円
・職員の給与、勤務条件に関する措置の
要求を審査・判定し必要な措置を執る。
・職員に対する不利益な処分についての
不服申し立てに対する裁決又は決定をす
る。
・職員の苦情に対し必要な処理・措置を行
う。

施
策
体
系

施策 32
効率的で効果的な行政運営の推
進

事業実績

委員会開催件数基本事業 01 人材の育成と確保
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

根拠 無 組織
総務

課長 原澤　志利

課題無し
現状維持（法に基づき実施）

人事 平成27年度 平成28年度 単位

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1 目 15 1 1 件

平成 29 4 19 28 9 1

事務事業 000006 職員健康管理事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 2,540,791 円
職員の健康管理のため健康診断・ストレ
スチェックを実施する
職員の人間ドックの申し込み、受診日程
調整等
職員の人間ドック利用者に対する助成金
交付
職員の健康管理（衛生委員会）

施
策
体
系

施策 32
効率的で効果的な行政運営の推
進

事業実績

受診職員数
（健康診断（正規）・健康診断
（臨時）・人間ドック）

基本事業 01 人材の育成と確保
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

根拠 有 組織
総務

課長 原澤　志利

安全衛生体制の整備が急務であるが、管
理者の資格や外部カウンセラーの招聘等
検討する必要がある。人事 平成27年度 平成28年度 単位

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1 目 1
38・47・

220
31・40・

217
人

現状維持

1
事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2

総務

項

根拠 無 組織
総務

課長 原澤　志利

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
01 人材の育成と確保

施
策
体
系

施策 32
効率的で効果的な行政運営の推
進

課題なし

基本事業

1 目

20

事務事業 000005 町村職員等弔慰金保険事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

全国町村会及び郡町村会による弔慰金
(保険金)等の事業。

課題に対する取り組みなし

平成 28 7 11 29 4

事業費 1,333,350 円

事業実績

被保険者数

平成27年度 平成28年度 単位

273 人276



　 32　効率的で効果的な行政運営の推進

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新) H29/08/24確定

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新) H29/08/24確定

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新) H29/08/24確定

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新) H29/08/24確定

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

平成 29 4 20 29 4 20

事務事業 000012 職員給与等管理事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 1,647,000 円
①職員の給料・諸手当を計算・確定し、支
給する。
②各種給与関係調査（給与実態調査等）
に対し、報告する。
③人事給与システムを運用する。施

策
体
系

施策 32
効率的で効果的な行政運営の推
進

事業実績

給与等支給回数
・各種調査報告回数

基本事業 01 人材の育成と確保
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

根拠 無 組織
総務

課長 原澤　志利

手当関係に異動を生ずる事実の発生から
届出に至るタイムラグについては制度上、
改善の余地がない。人事 平成27年度 平成28年度 単位

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1 目 1 14・22 14・27 回

平成 29 4 17 28 9 1

事務事業 000014 特別職報酬等審議会事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 0 円
町長の諮問により、議会の議員報酬並び
に町長、副町長の及び教育長の給料に関
する条例を議会に提出するとき審議会の
意見を聴くための機関である。
事務局として委員の選任、審議会の開
催、会議録の作成、審議結果を町長に諮
問、議会への上程を行う。

施
策
体
系

施策 32
効率的で効果的な行政運営の推
進

事業実績

審議会開催件数基本事業 01 人材の育成と確保
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

根拠 無 組織
総務

課長 原澤　志利

課題なし

人事 平成27年度 平成28年度 単位

事業
期間

会
計

1 款 2 項 1 目 1 0 0 件

平成 29 4 18 29 4 18

事務事業 000015 臨時職員社会保険手続事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 669,966 円
社会保険制度は、健康保険料と厚生年金保険料から成り立っ
ている。不測の事故や老後の生活にそなえて、働く人たちが収
入に応じて保険料を出し合い、これに事業主も負担していざと
いうときに医療や介護、年金・一時金の給付を行い生活の安
定をはかるという目的のものである。
みなかみ町が採用する臨時職員の健康保険、厚生年金保険
への資格取得・脱退に係る事務及び社会保険料控除額の計
算事務を行う。
財団法人群馬県社会保険協会では、社会保険制度の普及を
目的とした月刊機関紙「社会保険ぐんま」の発行等に伴い、負
担金の納入事務等を行う。

施
策
体
系

施策 32
効率的で効果的な行政運営の推
進

事業実績

対象被保険者数基本事業 01 人材の育成と確保
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

根拠 無 組織
総務

課長 原澤　志利

特になし。

人事 平成27年度 平成28年度 単位

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1 目 1 99 97 人

平成 29 4 20 29 4 20

事務事業 000016 非常勤職員公務員災害補償事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 101,780 円
公務災害補償制度は、職員が公務上の
災害(負傷・疾病・傷害又は死亡)又は通
勤による災害を受けた場合、その災害に
より生じた損害を補償し、必要な福祉事業
を行うことで、職員及びその遺族の生活
の安定と福祉の向上に寄与することを目
的としている。

施
策
体
系

施策 32
効率的で効果的な行政運営の推
進

事業実績

療養及び休業補償件数基本事業 01 人材の育成と確保
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

根拠 無 組織
総務

課長 原澤　志利

特になし。

人事 平成27年度 平成28年度 単位

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1 目 1 5 2 件



　 32　効率的で効果的な行政運営の推進

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新) H29/08/24確定

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新) H29/08/24確定

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新) H29/08/24確定

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新) H29/08/24確定

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

現状維持

現状維持

現状維持

④今後の方針・課題解決策

平成 28 7 11 29 4 20

事務事業 000002 群馬県町村会参画事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

職員採用申込者の統一試験（職員採用第
一次試験）の事務を委託。職員共済（任
意・長期・自動車）の加入・継続等の事務
処理

課題に対する取り組みなし

施
策
体
系

施策 32
効率的で効果的な行政運営の推
進

基本事業 02 効果的な組織運営
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

根拠 無 組織
総務

課長 原澤　志利
総務

事業
期間

会
計

1 款 2

課題なし

項 1 目 1

7 11 29 4 20

事務事業 000003 利根郡町村会参画事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

平成 28

利根郡町村会で行う自治功労者・永年勤
続者の表彰等に係る事務及び表彰。

課題に対する取り組みなし

施
策
体
系

施策 32
効率的で効果的な行政運営の推
進

基本事業 02 効果的な組織運営
②事務事業の課題

根拠 無 組織
総務

課長 原澤　志利
総務

事業
期間

会
計

1 款 2

課題なし

項 1 目 1

項 1 目 1

課題なし

事業
期間

会
計

1 款 2

総務

5 5 団体

根拠 有 組織
総務

課長 原澤　志利

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 効果的な組織運営

施
策
体
系

施策 32
効率的で効果的な行政運営の推
進

20

事務事業 000001 利根沼田広域市町村圏整備組合運営費負担事業

① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

利根沼田広域市町村圏での市町村の共
同処理事務事業

課題に対する取り組みなし

平成 28 7 11 29 4

事業費 17,982,000 円

事業実績

利根沼田市町村数（構成団体
数）

平成27年度 平成28年度 単位

事業費 14,632 円

事業実績

職員採用試験応募者数

平成27年度 平成28年度 単位

18 22 人

事業費 1,075,800 円

事業実績

永年勤続功労被表彰者数

平成27年度 平成28年度 単位

19 10 人

事業実績

事業費 695,700 円

会議等出席回数

平成27年度 平成28年度 単位

3 3 回
事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1 目 7

宮崎　育雄
企画

広域圏で行う事業なので、１市町村の意
見が反映されるかどうか分からない。
各市町村から独自の事業案を示し、議論
する機会を設けることが必要である。

根拠 無 組織
総合戦略

課長

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

施
策
体
系

施策 32
効率的で効果的な行政運営の推
進

事務事業 000004 利根地方総合開発協会参画事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

利根沼田の市町村単独では実現が難しい広域的な案件につ
いて、利根地方総合開発協会が取りまとめ、群馬県や群馬県
議会、国や関係機関・団体等に対して陳情請願を行う。
この協会は利根沼田地域内の自治体や議会で組織(町長及
び議長が役員)されており、下部に総務企画経済部会、交通水
利部会、農林業部会、教育民生部会があり、利根沼田広域圏
の活性化について討議し県への陳情活動などを行っている。
各部会には市町村の職員が主に幹事として配置され、総会や
幹事会に出席している。

02 効果的な組織運営基本事業

平成 28 28



　 32　効率的で効果的な行政運営の推進

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新) H29/08/24確定

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新) H29/08/24確定

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新) H29/08/24確定

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新) H29/08/24確定

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

現状維持

事業
期間

現状維持

現状維持

7 11 29 4 20

事務事業 000008 全国町村会総合賠償保険事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

平成 28

町が所有、管理する施設地等において、
町等の業務遂行上の過失に起因する事
故について損害を総合的に補填する保険
事業。

課題に対する取り組みなし

施
策
体
系

施策 32
効率的で効果的な行政運営の推
進

基本事業 02 効果的な組織運営
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

根拠 無 組織
総務

課長 原澤　志利
総務

事業
期間

会
計

1 款 2

課題なし

7 11 29 4

項 1 目 1

20

事務事業 000009 法制執務事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

平成 28

町の条例、規則、要綱及び規程の制定改
廃を行う。また、公布された条例等例規を
紙媒体の例規集とデータによる例規シス
テムとして整備する。

課題に対する取り組みなし

施
策
体
系

施策 32
効率的で効果的な行政運営の推
進

基本事業 02 効果的な組織運営
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

根拠 無 組織
総務

課長 原澤　志利
総務

事業
期間

会
計

1 款 2

事務の根拠となる法令を解釈するために
は法制執務の知識が必要である。システ
ムを利用する際にもの知識が必要なため
法制執務の研修も必要となる。

7 11 29 4

項 1 目 2

10

事務事業 000010 公文書保存活用事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

平成 28

県及び県内の市町村を会員とする団体で
県及び県内の市町村が保存している公文
書等を歴史資料として保存活用すること
を目的としている。

課題に対する取り組みなし

施
策
体
系

施策 32
効率的で効果的な行政運営の推
進

基本事業 02 効果的な組織運営
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

協議会出席回数

根拠 無 組織
総務

課長 原澤　志利
総務

継続事業 会
計

1 款 2 項 1 目 2

公文書管理法の施行により、公文書管理
条例の策定を見据え、公文書の適切な保
存活用のため、協議会で得られた情報を
活かしていかなければならない。

目

事業費 1,513,730 円

事業実績

示談件数・損害賠償申請件数

平成27年度 平成28年度 単位

6・6 2・2
件・
件

事業費 2,342,196 円

単位

事業実績

例規審査件数

平成27年度 平成28年度 単位

152 107 件

2 2 回

事業費 3,000 円

事業実績

平成27年度 平成28年度

平成 28 7 11 29 4 20

806,408 円事務事業 000007 行政行為相談事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

行政事務を推進する中で、個人の権利や
プライバシー等町民とのトラブルや行政情
報開示請求等について、専門的な知識の
ある弁護士に相談や調査等をお願いする
ため委託契約を結んでいる。施

策
体
系

施策 32
効率的で効果的な行政運営の推
進

事業実績

基本事業 02 効果的な組織運営
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

根拠 無 組織
総務

課長 原澤　志利

特になし

秘書 平成27年度 平成28年度 単位

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1 1 0 0 件

相談件数

事業費



　 32　効率的で効果的な行政運営の推進

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新) H29/08/24確定

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新) H29/08/24確定

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新) H29/08/24確定

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新) H29/08/24確定

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

1 9 5 件
事業
期間

会
計

1 款 2 項 1 目

総務 平成27年度 平成28年度 単位
根拠 無 組織

総務
課長 原澤　志利

後納郵便等による事務の簡素化 現状維持

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 効果的な組織運営

切手等購入回数（伝票処理件
数）

施
策
体
系

施策 32
効率的で効果的な行政運営の推
進

事業実績

切手やハガキの購入及び在庫管理、また
宅急便・メール便・後納郵便等の支払いを
行っている。

課題に対する取り組みなし
事業費 1,869,412 円

10

事務事業 000012 通信運搬事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

現状維持

④今後の方針・課題解決策

平成 28 7 11 29 4

7 11 29 4 10

事務事業 000011 事務用品・器具類管理事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

平成 28

職員の事務処理に必要なコピー用紙など
の事務用品や封筒の調達・在庫管理や負
担金の支払いなど行っている。

課題に対する取り組みなし

施
策
体
系

施策 32
効率的で効果的な行政運営の推
進

基本事業 02 効果的な組織運営
②事務事業の課題

1

根拠 無 組織
総務

課長 原澤　志利
総務

目 1

課題なし

単位

54 62 件
事業
期間

会
計

1 款 2 項

事業費 12,745,050 円

事業実績

単価契約・リース契約件数

平成27年度 平成28年度

平成 29 3 31 29

事務事業 000013 公用車維持管理事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 24,404,508 円
町有自動車の適切な維持管理のための
事業
・公用車購入、タイヤ管理、自動車共済事
務、事故処理、修繕対応、経費支払い事
務等

オイル交換、定期点検を進め、長い期
間安全に公用車を利用できるよう整備
を行った。

施
策
体
系

施策 32
効率的で効果的な行政運営の推
進

事業実績

管理対象車両台数基本事業 02 効果的な組織運営
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

根拠 有 組織
総務

課長 原澤　志利

職員に対し、「公用」車の意味を再認識さ
せたうえで利用してもらう必要がある。ま
た、各課の公用車管理担当には、車両管
理をより身近な作業と認識してもらう必要
がある。

共有車両管理の厳格化及び各課管理
車両の適正化により修繕や事故の件
数を削減する。消防・防災 平成27年度 平成28年度 単位

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1 目 5 290 295 台

28

事務事業 000015 私有車の公務使用事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

平成 28

事業費 0 円
職員私有車登録台帳整備、私有車使用
承認事務、旅費支給事務

施
策
体
系

施策 32
効率的で効果的な行政運営の推
進

事業実績

私有車出張制度利用回数基本事業 02 効果的な組織運営
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

根拠 無 組織
総務

課長 原澤　志利

項 1 目

人事 平成27年度 平成28年度 単位

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 1 0 0 回



　 32　効率的で効果的な行政運営の推進

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新) H29/08/24確定

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新) H29/08/24確定

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新) H29/08/24確定

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新) H29/08/24確定

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

目 6項 1

財政・契約

9

所管(体制)の意図と方向性の内容次第で
事業の検証制度と業務の見直しの検証が
必要となる。

無し

8 件

審査実施件数

平成27年度 平成28年度 単位

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2

根拠 有 組織
総合戦略

課長 宮崎　育雄

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 効果的な組織運営

施
策
体
系

施策 32
効率的で効果的な行政運営の推
進

事業実績

公共施設の適切な管理、サービスの向
上、経費の節減を図るための指定管理者
の選定委員会事務及び指定管理者制度
に係る事務全般を執行する。

本年度２件直営に変更する旨確認し
た。

事業費 17,200 円事務事業 000017 指定管理者制度事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

平成 28 6 30 28

7 15 29 4 11

事務事業 000004 総務渉外事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

平成 28

事業費 7,787,082 円
町長等特別職が公務をスムーズに行える
よう日程調整と管理を行う。来客者等の
接待や公務上発生する交際費・旅費等に
ついての事務処理。

施
策
体
系

施策 32
効率的で効果的な行政運営の推
進

事業実績

日程調整依頼件数基本事業 03 事業効果の向上
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

根拠 無 組織
総務

課長 原澤　志利

課題なし

秘書 平成27年度 平成28年度 単位

事業
期間

会
計

1 款 2 項 1 目 1 1664 1641 件

平成 29 3 31 29

事務事業 000021 公用車整備事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 40,947,430 円
公用車の適切な更新を行うための事業 バス１台、公用車９台を購入。

施
策
体
系

施策 32
効率的で効果的な行政運営の推
進

事業実績

整備（更新）台数基本事業 02 効果的な組織運営
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

根拠 無 組織
総務

課長 原澤　志利

各課各職員のニーズを十分把握したうえ
で車種選定などに必要な情報収集を求め
られる。

適切な公用車整備あるいは配置を行
い、必要のない車あるいは環境に配慮
していない車の廃車に努める。消防・防災 平成27年度 平成28年度 単位

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1 目 5 5 10 台

項 1 目 6

依存事務事業の検討は各事務事業の中
で行う。
緊急性のあるもので調査研究が必要なも
のだけに対応する。

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2

根拠 無 組織
企画

視察、調査、研修会等実施件数

平成27年度 平成28年度 単位

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 03 事業効果の向上

施
策
体
系

施策 32
効率的で効果的な行政運営の推
進

事業実績

総合戦略
課長 宮崎　育雄

事務事業 000003 政策調査研究事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

企画段階の事務事業を調査研究するた
めの事業
【具体的には】
・先進地視察、調査研究、研修会への参
加など

平成 28 28

6 8 件

円事業費 680,628



　 32　効率的で効果的な行政運営の推進

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新) H29/08/24確定

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新) H29/08/24確定

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新) H29/08/24確定

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新) H29/08/24確定

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

1 9項 1 目

事業費

9 件
事業
期間

会
計

1 款 2

総務 平成27年度 平成28年度 単位

購読先件数

根拠 無 組織
総務

課長 原澤　志利

課題なし 現状維持

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 03 事業効果の向上

施
策
体
系

施策 32
効率的で効果的な行政運営の推
進

事業実績

常日頃の社会一般的な情報を得るため
に、新聞を購読し日々の情報を収集する
もの。
国の告示である官報を購読し、国の法改
正情報等を得るもの。

課題に対する取り組みなし
766,290 円

4 20

事務事業 000008 官報・新聞等購読事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

平成 28 7 11 29

1 目 1

現状維持

事業
期間

会
計

1 款 2

総務

項

根拠 有 組織
総務

課長 原澤　志利

マイナンバー制度導入によりセキュリティ
の強化と情報保護対策を実施しなければ
ならない。

基本事業
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

03 事業効果の向上

施
策
体
系

施策 32
効率的で効果的な行政運営の推
進

20

事務事業 000011 庁内基幹系システム運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

住民台帳、町税等の賦課徴収、医療福祉
等の住民情報に直結する各システムの
ネットワーク及び通信機器の保守を行う。
また、各拠点を結ぶ回線網の調達を行
う。

システム更新にあわせ自庁サーバー
方式からクラウド方式に変え、AD及び
二要素認証を導入しセキュリティを強
化した。

平成 28 7 11 29 4

平成 28 7 11 29 4

事務事業 000012 庁内情報系システム運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

施設間ネットワークやグループウェアを管
理するとともに、文書管理システム、行政
事務用パソコンの管理運営事務を行って
いる。

各システムがクライアントからサー
バーに依存するようになったため設定
等にかかる時間が短縮された。

施
策
体
系

施策 32
効率的で効果的な行政運営の推
進

基本事業 03 事業効果の向上

無 組織
総務

課長根拠

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

原澤　志利

LGWANネットワークとＷｅｂネットワー
クを分離したことにより、機器やネット
ワークの管理が複雑になり専門知識
が必要になってきている。

各システムが10年経過したため更新時期
に

6 6 件

総務

項 1 目 1
事業
期間

会
計

1 款 2

20

事業費 42,149,488 円

事業実績

契約業務数

平成27年度 平成28年度 単位

72 72 件

事業費 51,673,182 円

事業実績

契約業務数

平成27年度 平成28年度 単位

平成 28 7 11 29

事務事業 000013 群馬県情報化推進協議会参画事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

群馬県で共同利用しているLGWAN回線
の負担金支払いと情報化推進協議会へ
の参加により情報を共有している。

施
策
体
系

施策 32
効率的で効果的な行政運営の推
進

03 事業効果の向上

総務
課長 原澤　志利

②事務事業の課題

無 組織

現状維持

④今後の方針・課題解決策

4 3 回款 2

総務

項 1 目 1

課題なし

根拠

事業
期間

会
計

1

円

事業実績

総会、研修会等出席回数

平成27年度 平成28年度 単位

事業費 34,873
課題に対する取り組みなし

基本事業

4 20



　 32　効率的で効果的な行政運営の推進

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新) H29/08/24確定

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新) H29/08/24確定

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新) H29/08/24確定

課

Ｇ

Ｈ 26 ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新) H29/08/24確定

課

Ｇ

Ｈ 27 ～ 28 年間

世帯418項 1 目 6

高速通信の利活用の普及活動(PC教室
の開催等)を行ってきたため、加入率もク
リアできた。今後は加入率の維持に努め
る。

408

根拠 無 組織

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2

企画 平成27年度 平成28年度 単位

延べ加入世帯数
④今後の方針・課題解決策

基本事業 03 事業効果の向上

施
策
体
系

施策 32
効率的で効果的な行政運営の推
進

総合戦略
課長 宮崎　育雄

②事務事業の課題

事務事業 000015 光ファイバ網管理事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

町民誰もが光通信を使用できるよう、藤原
地域と猿ヶ京地域へ光ファイバー網を整
備。NTTの交換局を使用するための使用
料・NTTの電柱を使用するための保守管
理委託料を支払う。断線等の対応はNTT
が行う。

平成 28 7 11 28

項 1 目 6

電子申請については、全体的な機運が高
まれば改めて事業参画する予定である。
県民タブレット講座以外にも、毎年利根商
パソコン教室を開催しており、今年はまだ
検討中。

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2

企画

PC教室参加人数・実施回数

平成27年度 平成28年度 単位
根拠 無 組織

総合戦略
課長 宮崎　育雄

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 03 事業効果の向上

施
策
体
系

施策 32
効率的で効果的な行政運営の推
進

事務事業 000014 情報通信技術利活用推進事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

県民タブレット講座の実施。
群馬県地域情報化推進協議会
（LGWAN）、群馬県電子申請受付システ
ム、広域行政ネットワーク運営協議会等
へ参加している。

平成 28 7 11 28

事業費 0 円

円

事業実績

事業実績

52・2 24・2
人・
回

事業費 9,702,506

平成 28 7 11 29 4 20

事務事業 000023 自治体セキュリティ対策強化事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

基本事業

施
策
体
系

施策 32

03 事業効果の向上

無 組織

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

－ 2 件

総務
課長 原澤　志利

1

ネットワークを分断することにより、事務効
率が悪くなる。

総務
根拠

事業
期間

期間限定事業 会
計

1 款 2

円

事業実績

構築システム数

平成27年度 平成28年度 単位

事業費 17,308,129

効率的で効果的な行政運営の推
進

ネットワーク分離で事業完了

マイナンバー制度導入によりセキュリティ
の強化のためLGWAN系とWeb系のネット
ワークを分断するための機器を導入す
る。

ＬＧＷＡＮ系ネットワークとインターネッ
ト系ネットワークを3月25日に完全分離
した。

項 1 目

目 6 事業10 13

地方創生（戦略推進）のため新
規に立ち上げた延べ事務事業
数

事業費 3,104,305 円

事業
期間

会
計

1 款 2 項 1

戦略推進 平成27年度 平成28年度 単位
根拠 無 組織

総合戦略
課長 宮崎　育雄

効率的で効果的な事業展開が課題であ
る。

総合戦略の推進状況を評価会議にて
検証しPDCＡサイクルを築いていく。各
課と協議を重ね戦略の推進を図ってい
く。

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 03 事業効果の向上

施
策
体
系

施策 32
効率的で効果的な行政運営の推
進

事業実績

地方創生のため、総合戦略を策定し推進
する。推進会議、評価会議、シティーマ
ネージャ制度の活用、地方創生交付金の
活用などを執行する。

今年度は、評価会議の実施と地方創
生加速化交付金を活用しの森林資源
循環プロジェクトとヘルスツーリズム事
業を推進した。その他、テレワークセン
ターの設置、その他事業推進支援など
を行った。

3 24

事務事業 000022 みなかみ幸せ創生本部事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

平成 3 24 2929



　 32　効率的で効果的な行政運営の推進

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新) H29/08/24確定

課

Ｇ

Ｈ 28 ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新) H29/08/24確定

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新) H29/08/24確定

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新) H29/08/24確定

課

Ｇ

Ｈ 28 ～ 4 年間

29 3 31 29

事務事業 000001 普通財産管理事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

平成

事業費 10,903,238 円
普通財産である町有地及び施設の適正
管理及び利活用を進めることを目的とす
る事務事業である。

町有地２筆を売却。旧北幼稚園を上牧
公民館として利用することがまとまる。

施
策
体
系

施策 32
効率的で効果的な行政運営の推
進

事業実績

管理土地面積・管理建物面積基本事業 04 公の施設の有効活用
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

根拠 無 組織
総務

課長 原澤　志利

最低限の維持管理で対応しているが委託
料が増大する可能性がある。

町有地の売却や建物の有効利用を進
め、効率的な維持管理に努める。

消防・防災 平成27年度 平成28年度 単位

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1 目 5
3740101・

9459
3700028・

9125
㎡・
㎡

平成 29 3 31 29

事務事業 000002 山形県鶴岡市内町有地管理事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 195,588 円
旧新治村が取得した山形県鶴岡市鼠ヶ関
にある町有地の管理、利活用方法の検討
を行う。
管理状況：地元住民に草刈作業を委託

鶴岡市に売却の意思を伝え、公有地と
しての利用を確認したが、利用の意思
なしと回答あり。

施
策
体
系

施策 32
効率的で効果的な行政運営の推
進

事業実績

管理面積基本事業 04 公の施設の有効活用
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

根拠 無 組織
総務

課長 原澤　志利

利用する目的がなく、売却等含め財産処
分を検討する。

引き続き売却への手段を模索する。

消防・防災 平成27年度 平成28年度 単位

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1 目 5 7,717 7,717 ㎡

6 -1 目

委託、研修等の実施回数

事業費

回

155,520 円

事業
期間

会
計

1 款 2 項 1

戦略推進 平成27年度 平成28年度 単位
根拠 無 組織

総合戦略
課長 宮崎　育雄

ユネスコエコパークのブランド力が世界基
準であることの認識を高めつつ、ブランド
力を広め、活用することが課題となる。

本事業を足がかりに町全体のブランド
力を向上させ、情報発信力、認知力、
集客力等を高める。

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 03 事業効果の向上

施
策
体
系

施策 32
効率的で効果的な行政運営の推
進

事業実績

ユネスコエコパークのブランド力をより効
果的戦略的に広め活用するため、本町の
コンセプト、ターゲティング、ポジショニング
づくりの業務委託、研修等を実施する。

今年度は、平成２９年６月ユネスコエコ
パーク登録を目指しており、上毛新聞
の「ぐんま愛」プロジェクト事業と連携し
て新聞掲載し情報発信を行った。

3 24平成 29 3 24 29

事務事業 000024 ブランディング戦略事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業
期間

会
計

1 款 2

地域振興 平成27年度 平成28年度 単位

7 8,476 9,823 人

今後、借り主である法人の自主的な運営
と地元住民の理解が不可欠となってくる。

現状維持

項 1 目

根拠 無 組織
総合戦略

課長 宮崎　育雄

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 04 公の施設の有効活用 利用人数

施
策
体
系

施策 32
効率的で効果的な行政運営の推
進

事業実績

地域の活性化と地域のコミュニティ施設と
して位置づけ、最適な管理運営方法を模
索・検討する。または最適な借受者を選
定し土地建物使用貸借契約を締結する。

特になし
249,678 円事務事業 000003 旧猿ヶ京小学校管理運営事業

① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

平成 28 8 18 28 8 23

事業費



　 32　効率的で効果的な行政運営の推進

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新) H29/08/24確定

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新) H29/08/24確定

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新) H29/08/24確定

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新) H29/08/24確定

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

平成 29 3 31 29

事務事業 000004 行政財産一括管理事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 8,914,995 円
効率的に行政財産を一括管理する。①危
険物取扱者関係、②森林国営保険手続
き、③町有建物災害共済手続き、④機械
等共済手続き、⑤建築物及び建築設備定
期調査業務他

なし

施
策
体
系

施策 32
効率的で効果的な行政運営の推
進

事業実績

定期調査施設数・共済加入施
設数

基本事業 04 公の施設の有効活用
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

根拠 無 組織
総務

課長 原澤　志利

課題無し なし

消防・防災 平成27年度 平成28年度 単位

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1 目 5 20・176 1・172 施設

平成 29 3 31 29

事務事業 000005 本庁舎維持管理事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 71,848,748 円
本庁舎等の燃料費・光熱水費・電話料の
支払、修繕の実施、また、庁舎内各設備
の保守点検等を委託により行い、適切に
維持管理する。

庁舎前の駐車場整備、議場放送設備
の更新、空調設備の更新等を実施。

施
策
体
系

施策 32
効率的で効果的な行政運営の推
進

事業実績

修繕箇所基本事業 04 公の施設の有効活用
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

根拠 無 組織
総務

課長 原澤　志利

経年劣化による不具合が多々生じてい
る。

業務に支障が生じないよう、点検を含
め改修すべき所は早めに修理する。

消防・防災 平成27年度 平成28年度 単位

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1 目 5 30 17 箇所

平成 28 7 8 28

事務事業 000006 水上支所管理運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 6,582,252 円
水上支所等の維持管理運営 現庁舎の部分的な改修。（多目的トイ

レの利便性の向上を図るためのス
ロープ化、執務室内照明のＬＥＤ化）

施
策
体
系

施策 32
効率的で効果的な行政運営の推
進

事業実績

窓口来庁者数・修繕件数基本事業 04 公の施設の有効活用
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

根拠 無 組織
水上支所

課長 原澤　志利

現庁舎を改修し使用し続けるのか、職員
駐車場に新庁舎を新設するのか、他の施
設に移転するのか方針を出せるのかが課
題となる。

庶務・住民サービス 平成27年度 平成28年度 単位

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1 目 14 8726・4 8754・12 件

平成 28 7 11 29 4 20

事務事業 000007 新治支所管理運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 12,153,783 円
来庁者が安全で快適に用務が足せる環
境の提供、また職員が円滑に業務に携わ
れるよう、支所庁舎の設備・機器等に関
し、経済性を考慮しながら維持管理を行
う。

事務室、電算室等の冷暖房・照明等が
老朽化により使用できなくなり、使われ
ていない部屋の部品を移設することに
より、辛うじて使用できるようになって
いる。支所周辺支障木の伐採につい
ては、見積を取り予算要求を行った。

施
策
体
系

施策 32
効率的で効果的な行政運営の推
進

事業実績

窓口来庁者数・修繕件数基本事業 04 公の施設の有効活用
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

根拠 有 組織
新治支所

課長 原澤　志利

支所庁舎及び冷暖房設備等の老朽化
に、最小の予算で安全と効率的な環境を
確保していくか。支所周辺木の老木化に
よる枝折れ・倒木等の危険を、いかにして
回避していくか。

支所の冷暖房設備等の老朽化に対
し、最小限の予算で、安全で快適に用
務が足せる環境の維持確保。支所周
辺の最低限度の維持管理。

庶務・住民サービス 平成27年度 平成28年度 単位

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1 目 14 5303・55 5332・55 件



　 32　効率的で効果的な行政運営の推進

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新) H29/08/24確定

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新) H29/08/24確定

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

平成27年度 平成28年度 単位

2 2 回

事業費 1,936,785 円

事業実績

補助金交付回数

項 2 目 1

本事務事業は、平成２７年度から、土地開
発公社借入金利子補給事業を統合しま
す。

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 13

企画
根拠 無 組織

総合戦略
課長 宮崎　育雄

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 04 公の施設の有効活用

施
策
体
系

施策 32
効率的で効果的な行政運営の推
進

① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

土地開発公社の運営費（役員報酬・分譲
地販売促進費・事務費等）の補助金を支
出する事業

利子補給：毎年度借換を行う際に利率
の集札を行い、利率の見直しを行って
いる。

平成 2828 7 11

事務事業 000010 土地開発公社運営支援事業

事務事業 000017 普通財産除却整備事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

平成 29 3 31 29

112,255,200 円
普通財産の解体撤去 旧幸知小学校、旧小日向アパートの除

却を実施。

施
策
体
系

施策 32
効率的で効果的な行政運営の推
進

事業実績

基本事業 04 公の施設の有効活用
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

根拠 有 組織
総務

課長 原澤　志利

地域とのつながりがある施設の除却につ
いて理解を得ることが困難な場合がある。

必要のない施設、危険な建物の除却
を実施する。

消防・防災 平成27年度 平成28年度 単位

除却件数

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 2 件5 0項 1 目

事業費
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